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令和５年５月１日発行 ま つ も と ほ う じ ん 第 580 号

Ｑ．消費者物価上昇率を上回る賃上げを実現すべく、
中小企業の法人税の優遇措置が実施されています
が、その概要について教えて下さい。

Ａ．中小企業者等が、平成30年４月１日から令和６年
３月31日までの間に開始する各事業年度において国
内雇用者（注１）に対して給与等を支給する場合にお
いて、その事業年度においてその中小企業者等の雇
用者給与等支給額（注２）からその比較雇用者給与等
支給額（注３）を控除した金額のその比較雇用者給与
等支給額に対する割合が1.5パーセント以上である
ときは、その事業年度の控除対象雇用者給与等支給
増加額の15パーセント相当額の法人税額の特別控除
ができることとされています。

　　更に、令和４年４月１日以降に開始する事業年度
については、次の２つの上乗せ要件を満たした場合
は、控除対象雇用者給与等支給増加額の最大40パー
セントに相当する額が税額控除限度額となります。

　　ただし、その税額控除限度額が適用年度の調整前
法人税額の20パーセント相当額を超えるときは当該
相当額を限度とします。

　（上乗せ要件）
Ⅰ．（雇用者給与等支給額－比較雇用者給与等支給額）

／比較雇用者給与等支給額　≧2.5パーセント

Ⅱ．（教育訓練費の額（注４）－比較教育訓練費の額（注５））
／比較教育訓練費の額　≧10パーセント

以下、用語の説明です。
（注１）国内雇用者とは、法人の使用人（その法人の

役員と特殊の関係のある者等の一定の者を除きま
す。）のうちその法人の国内に所在する事業所につ
き作成された賃金台帳に記載された者をいいます。

（注２）雇用者給与等支給額とは、法人の適用年度
の所得の金額の計算上損金の額に算入される国内
雇用者に対する給与等の支給額をいいます。ただ
し、その給与等に充てるため他の者から支払を受
ける金額（国または地方公共団体から受ける雇用
保険法第62条第１項第１号に掲げる事業として支

給が行われる助成金その他これに類するものの額
（以下「雇用安定助成金額」といいます。）を除きま
す。）がある場合には、その金額を控除します。

（注３）比較雇用者給与等支給額とは、前事業年度に
おける雇用者給与等支給額をいいます。

（注４）教育訓練費とは、法人がその国内雇用者の職
務に必要な技術または知識を習得させ、または向
上させるために支出する費用で以下のものをいい
ます。
１　法人がその国内雇用者に対して教育、訓練、

研修、講習その他これらに類するもの（以下「教
育訓練等」といいます。）を自ら行う場合の次の
費用
⑴　教育訓練等のために講師または指導者（そ

の法人の役員または使用人である者を除きま
す。以下「講師等」といいます。）に対して支払
う報酬、料金、謝金その他これらに類するも
のおよび教育訓練等を行うために要する講師
等の旅費のうちその法人が負担するものなら
びに教育訓練等に関する計画または内容の作
成についてその教育訓練等に関する専門的知
識を有する者（その法人の役員または使用人
である者を除きます。）に委託している場合の
その専門的知識を有する者に対して支払う委
託費その他これに類するもの

⑵　その教育訓練等のために施設、設備その他
の資産を賃借する場合におけるその賃借に要
する費用およびコンテンツ（文字、図形、色彩、
音声、動作もしくは映像またはこれらを組み
合わせたものをいいます。）の使用料（コンテ
ンツの取得に要する費用に該当するものを除
きます。）

２　法人から委託を受けた他の者がその法人の国
内雇用者に対して教育訓練等を行う場合の、そ
の教育訓練等のために当該他の者に対して支払
う費用

３　法人がその国内雇用者を他の者が行う教育訓
練等に参加させる場合の、当該他の者に対して
支払う授業料、受講料、受験手数料その他の当
該他の者が行う教育訓練等に対する対価として
支払うもの

（注５）比較教育訓練費の額とは、法人の各事業年度
開始の日前１年以内開始した各事業年度の所得の
金額の計算上損金の額に算入される教育訓練費の
額をいいます。

（税制委員会：赤羽総一郎、山口優子、木下茂登次　グループ稿）
（監修：関東信越税理士会　松本支部）
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